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ＰＰＰ/ＰＦＩの推進について 
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 １．茨城県高萩市： 公共施設等運営権を活用した水道・工業用水道運営事業 
 ２．神奈川県鎌倉市：老朽化した公共施設の更新における民間資金活用による運営再構築事業 
 ３．愛知県名古屋市：資産の有効活用による収益事業等と一体となった公共施設等運営事業 
 ４．大阪府：     PPP組織を活用した地域再生事業 
 ５．大阪府大阪市： 大規模地方公共団体における新たな運営形態による水道運営事業 
 ６．兵庫県神戸市： 複数施設包括化及び機能複合化等に基づく社会福祉施設再整備・運営事業 
 ７．高知県：    下水道・農業集落排水施設等における包括的管理・運営事業 
   
   
 
 
  
 
 
 
  

内閣府の主な取組① 地方公共団体への支援 
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○案件形成支援 
  地域にとって魅力や価値があるＰＦＩ事業を検討している地方公共団体から具体的な案件を 
 募集し、事業実施に向けた可能性調査に対する支援を実施。 
  

   ＰＦＩ手法を活用した案件の支援対象（平成２５年度） 
 

○ＰＦＩ専門家派遣 
  地方公共団体におけるＰＦＩ事業の活用を支援するため、実務に通じた専門家を派遣し、 
 具体的な制度説明や指導・助言等を実施。 
  

○官民連携による総合窓口体制の整備 
  地方公共団体等に対する支援について、個別事業の案件形成を実施し得る体制の整備・ 
 強化を図るため、内閣府において官民連携による総合窓口体制を整備（平成26年度機構・ 
 定員決定）。 
 
  



 

 
 
 

 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
商号             株式会社民間資金等活用事業推進機構 
                Private Finance Initiative Promotion Corporation of Japan  

所在地           東京都千代田区大手町一丁目6番1号大手町ビル8階 
設立            平成25年（2013年） 10月7日 
資本金           100億円（出資金額：政府100億円、民間100億円） 
代表取締役社長     渡文明 
役職員数         20名（平成25年12月現在） 
 
 
  
   

除幕式の様子（平成25年10月11日） 
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【スキーム図】 

内閣府の主な取組② 機構について 
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平成25年度中に、約100箇所の地方公
共団体を訪問予定。案件発掘・形成に
向けた働きかけを推進。 

http://www.pfipcj.co.jp/index.html


内閣府の主な取組③ 各種情報提供  

 ＰＦＩ事業の導入に向けた参考資料として、マニュアル、先行事例集、手引きなどを提供。   
 また、各種説明会において、地方公共団体や民間事業者を対象に情報提供。 

 ●マニュアル・先行事例集： http://www8.cao.go.jp/pfi/practice.html 
 ●ＰＦＩ事業導入の手引き： http://www8.cao.go.jp/pfi/tebiki/index.html 
 ●地方公共団体向けデータベース： http://www8.cao.go.jp/pfi/database.html 

●マニュアル・先行事例集 

●ＰＦＩ事業導入の手引き ●地方公共団体向けデータベース 
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<必要な措置> 

・多様な事業主体の確保 

・多様な民間資金調達の必要性 
・PFI事業の事業類型の多様化 
 ・大規模化 
 → 需要変動等のリスク、 
   事業期間の長期化 
   関係者の増加 

・民間事業者の参入意欲の向
上、ノウハウの積極的活用 

・運営権を活用したPFI事業（利
用料金収入による費用回収
方式）の推進 

・民間提案制度の活用 

・民間の創意工夫を生かした
事業者選定方法 

・公共施設等運営事業の環境
整備 

① 多様な民間資金調達への対応 
・株式・債権流動化による多様な
資金の導入 

・多様な事業スキームの受容 

・民間提案に含まれる知的財産の
保護 

② 民間ノウハウの更なる活用 
・民間提案に対するインセンティブ
の付与 

・企画競争、公募型プロポーザル
等の活用 

・技術提案制度の活用 

③ 運営権対価など運営事業の 
 基本的考え方 
・運営権対価の算出方法、支払い
方法等 

・更新投資、新規投資の取扱い 

・事業者選定プロセス 

・運営権の譲渡・移転等 

・事業終了時の取扱い 

<課題> <ガイドラインの規定内容> 

・民間提案制度の活用 

・民間の創意工夫を生かした
事業者選定方法 
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内閣府の主な取組④ ガイドラインの改定・策定について 
（平成25年6月6日民間資金等活用事業推進会議決定） 



内閣府の主な取組⑤ ガイドラインの検証・見直しについて 

 

 

民間資金等活用事業推進委員会 

総合部会 

ＶＦＭ・リスク分担ＷＧ 

モニタリング・事業促進ＷＧ 

手続き簡易化ＷＧ 

・ 以下のような観点から、ＰＦＩ推進委員会総合部会の下にＷＧを設置し、ガイドラインの検証・ 
 見直しを実施。 
   

 ＜アクションプランの着実な推進＞ 
    ① 収益施設の併用・活用など事業収入等で費用を回収する事業の促進 
    ② 業績連動や事業の複合化・包括化等、従来から取り組んできた事業における民間の創意 
          工夫の発揮の促進 
   

 ＜ＰＦＩ事業全体の取組の推進＞ 
    ③ 事業の円滑化・迅速化に資するための、手続きの簡易化・柔軟化 
    ④ 地方公共団体の取組や民間の提案の活用を促進するための更なる方策 
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（１）公共施設等運営権制度を活用したＰＦＩ事業 ：２～３兆円 
  ＜具体的取組＞ 
  ○ 空港、上下水道事業における運営権制度の積極的導入 等 
   

（２）収益施設の併設・活用など事業収入等で費用を回収するＰＦＩ事業等 ：３～４兆円 
  ＜具体的取組＞ 
  ○ 高速道路（特に大規模改修が必要な首都高）など、公共施設の維持・更新にＰＰＰ的手法の 
     導入検討 等 
 

（３）公的不動産の有効活用など民間の提案を活かしたＰＰＰ事業 ：２兆円 
  ＜具体的取組＞ 
  ○ 民間提案に係るガイドラインの発出や提案窓口の整備 
  ○ 政府横断的な案件形成支援のため、英国のInfrastructure UKを参考とした官民連携体制の構築 等 
 

（４）その他の事業類型（維持管理・更新等における業績連動の導入、複数施設の包括化等）：３兆円 
  

10～12 
 兆円

※ 

※事業規模目標については、民間の提案、イニチアチブを最大限尊重することから、具体の事業計画を精緻に積み上げたものではなく、 
 各府省による取組の推進やインフラ投資市場の活性化等が図られることを前提に、官民で共有するべきものとして設定したものである。 

民間と地域の双方にとって魅力的なＰＰＰ／ＰＦＩ事業として、今後１０年間（平成２５～３４年）で１２兆円規模に及ぶ下
記の類型による事業を重点的に推進することとし、目指す類型ごとの事業規模及びその推進のための具体的取組は、
下記のとおり。 

 ＜（１）～（４）の類型を通じた具体的取組＞ 
 〇 PPP/PFIの抜本改革に重点的に取り組む各省庁及び地方公共団体に対する適切な評価を踏まえた 
    各種補助金・交付金の重点化 等  

ＰＰＰ/ＰＦＩの抜本改革に向けたアクションプラン（概要） 
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◆平成25年6月6日民間資金等活用事業推進会議決定 



ＰＦＩ事業類型について 

収益施設の併設など利用 
料金等で費用を回収する 

ＰＦＩ事業等 

 公共施設等運営権制度 
 を活用したＰＦＩ事業 

（平成２３年法改正） 

延べ払い型ＰＦＩ事業 
（従来型） 

民間の創意工夫 ・ シナジー効果 

運営権者 

運営 

公共施設 

事業者 関連事業 
からの収入 

関連 
事業 

関連 
事業 

公共施設 

事業者 民間施設 
からの収入 

民間 
施設 

公共 
施設 

税 金 

事業者 

建設・ 
運営 

公共施設 

公的不動産の有効活用 
 など民間の提案を 
活かしたＰＰＰ事業 

対価 

料金 
収入 

税金 

税金 

１００％公的負担 建設費＞対価の場合は、 
差額部分が公的負担 

 

関連事業からの収入に 
より、公的負担を軽減 

民間施設の収益によっては 
 公的負担を限りなくゼロに 

 することが可能 

（建設・） 
運営 

延べ払い 
建設 

：民間投資 

（建設・） 
運営 

（公共施設も民間が提案） 

ＰＰＰ/ＰＦＩの事業類型 
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関西国際空港・大阪国際空港 

○ 可能な限り速やかに（早ければ2014年度にも）公共施設等

運営権の設定（いわゆるコンセッション方式によるＰＦＩ事業）を
行うため、これに向けたマーケットサウンディング、仕組みの
詳細検討、選考手続等の着実な実施。 

 

【大阪国際空港】 

【関西国際空港】 

下水道事業 

【下水処理場の例】 

想定される事業スキーム※ 

※H23国土交通省官民連携事業の
推進に関する検討調査において
検討された事業スキーム 
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公共施設等運営権の活用が想定される事業 
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